
1/13 

越前市住みよい街づくり推進条例施行規則（平成１９年越前市規則第２９号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

○越前市住みよい街づくり推進条例施行規則 ○越前市住みよい街づくり推進条例施行規則 

平成１９年６月１５日 平成１９年６月１５日 

規則第２９号 規則第２９号 

改正 平成２５年２月２６日規則第５号 改正 平成２５年２月２６日規則第５号 

（趣旨） （趣旨） 

第１条 この規則は、越前市住みよい街づくり推進条例（平成１９年越

前市条例第１２号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項

を定めるものとする。 

第１条 この規則は、越前市住みよい街づくり推進条例（平成１９年越

前市条例第１２号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項

を定めるものとする。 

（開発事業の対象） （開発事業の対象） 

第２条 条例第２条第５号の規則で定める建築物の建築及び工作物の設

置は、次の各号のいずれかに該当するものとする。 

第２条 条例第２条第５号の規則で定める建築物の建築及び工作物の設

置は、次の各号のいずれかに該当するものとする。 

(1) 高さが２０メートル以上であり、又は６以上の階数を有する建築

物の建築 

(1) 高さが２０メートル以上であり、又は６以上の階数を有する建築

物の建築 

(2) 戸数が３０以上の共同住宅又は長屋の建築 (2) 戸数が３０以上の共同住宅又は長屋の建築 

(3) 高さが２０メートル以上の工作物の設置 (3) 高さが２０メートル以上の工作物の設置 

（その他の街の設計図） （その他の街の設計図） 

第３条 条例第６条第６号の規則で定める計画等は、次に掲げるものと

する。 

第３条 条例第６条第６号の規則で定める計画等は、次に掲げるものと

する。 
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(1) 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６９条に規定する建

築協定 

(1) 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６９条に規定する建

築協定 

(2) 都市緑地法（昭和４８年法律第７２号）第４５条第１項に規定す

る緑地協定 

(2) 都市緑地法（昭和４８年法律第７２号）第４５条第１項に規定す

る緑地協定 

(3) 中心市街地の活性化に関する法律（平成１０年法律第９２号）第

９条第１項の規定により作成した中心市街地活性化基本計画 

(3) 中心市街地の活性化に関する法律（平成１０年法律第９２号）第

９条第１項の規定により作成した中心市街地活性化基本計画 

(4) 条例第１２条に規定する誘導方針 (4) 条例第１２条に規定する誘導方針 

(5) 条例第１６条に規定する地域街づくり協定 (5) 条例第１６条に規定する地域街づくり協定 

（地域街づくり推進団体） （地域街づくり推進団体） 

第４条 条例第７条第１項及び第４項の規則で定める要件は、次のとお

りとする。 

第４条 条例第７条第１項及び第４項の規則で定める要件は、次のとお

りとする。 

(1) 住みよい街づくりを推進することを目的として設立された団体で

あること。 

(1) 住みよい街づくりを推進することを目的として設立された団体で

あること。 

(2) 主として、活動を行う地域（以下「活動地域」という。）の市民

等により構成されている団体であること。 

(2) 主として、活動を行う地域（以下「活動地域」という。）の市民

等により構成されている団体であること。 

(3) 活動地域内に住所を有する世帯のうち、過半数の世帯の構成員が

加入している団体であること。 

(3) 活動地域内に住所を有する世帯のうち、過半数の世帯の構成員が

加入している団体であること。 

２ 条例第７条第２項の規定による申請は、地域街づくり推進団体認定

申請書（様式第１号）を提出して行うものとする。 

２ 条例第７条第２項の規定による申請は、地域街づくり推進団体認定

申請書（様式第１号）を提出して行うものとする。 

３ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 ３ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

(1) 規約 (1) 規約 
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(2) 構成員の名簿 (2) 構成員の名簿 

(3) 活動地域を示す図面 (3) 活動地域を示す図面 

(4) 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 (4) 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

４ 市長は、前２項の規定により申請書の提出があったときは、申請の

内容を審査し、推進団体としての認定の可否を決定するものとする。

この場合において、推進団体として認定することを決定した団体に対

し、地域街づくり推進団体認定書（様式第２号）を交付するものとす

る。 

４ 市長は、前２項の規定により申請書の提出があったときは、申請の

内容を審査し、推進団体としての認定の可否を決定するものとする。

この場合において、推進団体として認定することを決定した団体に対

し、地域街づくり推進団体認定書（様式第２号）を交付するものとす

る。 

５ 条例第７条第３項の規則で定める事項は、地域街づくり推進団体認

定申請書及び第３項各号に掲げる書類の記載事項とする。 

５ 条例第７条第３項の規則で定める事項は、地域街づくり推進団体認

定申請書及び第３項各号に掲げる書類の記載事項とする。 

６ 条例第７条第３項の規定による届出は、次の各号に掲げる届出の区

分に応じ、それぞれ当該各号に定める書類を提出して行うものとす

る。 

６ 条例第７条第３項の規定による届出は、次の各号に掲げる届出の区

分に応じ、それぞれ当該各号に定める書類を提出して行うものとす

る。 

(1) 前項に規定する事項に変更があった場合 地域街づくり推進団体

変更届出書（様式第３号） 

(1) 前項に規定する事項に変更があった場合 地域街づくり推進団体

変更届出書（様式第３号） 

(2) 推進団体を解散する場合 地域街づくり推進団体解散届出書（様

式第４号） 

(2) 推進団体を解散する場合 地域街づくり推進団体解散届出書（様

式第４号） 

（地域街づくり計画の提案） （地域街づくり計画の提案） 

第５条 条例第８条第２項の規定による地域街づくり計画の提案は、地

域街づくり計画提案書（様式第５号）を提出して行うものとする。 

第５条 条例第８条第２項の規定による地域街づくり計画の提案は、地

域街づくり計画提案書（様式第５号）を提出して行うものとする。 

２ 前項の提案書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 ２ 前項の提案書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 
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(1) 地域街づくり計画の内容を記載した書類 (1) 地域街づくり計画の内容を記載した書類 

(2) 地域街づくり計画の対象となる区域を示す図面 (2) 地域街づくり計画の対象となる区域を示す図面 

(3) 地域街づくり計画の対象となる区域内の土地に係る土地所有者の

過半数の同意を得ていることを示す書類 

(3) 地域街づくり計画の対象となる区域内の土地に係る土地所有者の

過半数の同意を得ていることを示す書類 

(4) 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 (4) 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（誘導地域の指定における市民等の意見聴取） （誘導地域の指定における市民等の意見聴取） 

第６条 条例第１１条第２項の規定による市民等の意見の聴取は、説明

会の開催により行うものとする。 

第６条 条例第１１条第２項の規定による市民等の意見の聴取は、説明

会の開催により行うものとする。 

（地域街づくり協定の承認申請書） （地域街づくり協定の承認申請書） 

第７条 条例第１６条第１項に規定する地域街づくり協定について市長

の承認を受けようとするときは、地域街づくり協定承認申請書（様式

第６号）により、市長に申請しなければならない。 

第７条 条例第１６条第１項に規定する地域街づくり協定について市長

の承認を受けようとするときは、地域街づくり協定承認申請書（様式

第６号）により、市長に申請しなければならない。 

（開発事業届出書 ） （開発事業届出書等） 

第８条 条例第１８条の届出書は、開発事業届出書（様式第７号）とす

る。 

第８条 条例第１８条の届出書は、開発事業届出書（様式第７号）とす

る。 

２ 前項の届出書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 ２ 前項の届出書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

(1) 開発事業の対象となる区域を示す図面 (1) 開発事業の対象となる区域を示す図面 

(2) 開発事業の内容を記載した書類及び図面 (2) 開発事業の内容を記載した書類及び図面 

(3) 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 (3) 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

 第８条の２ 条例第１８条第２項の構想届は、開発事業構想届出書

（様式第７号の２）とする。 
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（標識） （標識） 

第９条 条例第１９条の標識は、開発事業計画標識（様式第８号）とす

る。 

第９条 条例第１９条の標識は、開発事業計画標識（様式第８号）とす

る。 

（協議を要する隣接土地所有者等） （協議を要する隣接土地所有者等） 

第１０条 条例第２０条第１項の規則で定める隣接土地所有者等は、開

発事業の区域の隣地境界線に接する土地（道路、水路等の公共施設又

は里道等の法定外公共物を挟んで接する土地を含む。）に係る土地所

有者等とする。 

第１０条 条例第２０条第１項の規則で定める隣接土地所有者等は、開

発事業の区域の隣地境界線に接する土地（道路、水路等の公共施設又

は里道等の法定外公共物を挟んで接する土地を含む。）に係る土地所

有者等とする。 

（開発事業に係る事前協議） （開発事業に係る事前協議） 

第１１条 条例第２１条第１項の事前協議書は、開発事業事前協議書

（様式第９号）とする。 

第１１条 条例第２１条第１項の事前協議書は、開発事業事前協議書

（様式第９号）とする。 

２ 前項の事前協議書には、別表に掲げる書類を添付しなければならな

い。 

２ 前項の事前協議書には、別表に掲げる書類を添付しなければならな

い。 

３ 市長は、第１項の事前協議書の提出があったときは、当該事前協議

書及びその添付書類の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、

開発事業の目的及び内容が街の設計図及び市長が別に定める基準に適

合するかどうかを審査する。 

３ 市長は、第１項の事前協議書の提出があったときは、当該事前協議

書及びその添付書類の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、

開発事業の目的及び内容が街の設計図及び市長が別に定める基準に適

合するかどうかを審査する。 

４ 市長は、１０，０００平方メートルを超える土地に係る開発事業の

審査を行う場合には、越前市土地利用調整委員会に諮らなければなら

ない。 

４ 市長は、１０，０００平方メートルを超える土地に係る開発事業の

審査を行う場合には、越前市土地利用調整委員会に諮らなければなら

ない。 

（開発事業協議完了通知書） （開発事業協議完了通知書） 

第１２条 条例第２１条第３項の規則で定める協議完了の通知は、開発 第１２条 条例第２１条第３項の規則で定める協議完了の通知は、開発
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事業協議完了通知書（様式第１０号）により行うものとする。 事業協議完了通知書（様式第１０号）により行うものとする。 

（開発事業工事着手届出書） （開発事業工事着手届出書） 

第１３条 条例第２３条の規則で定める届出書は、開発事業工事着手届

出書（様式第１１号）とする。 

第１３条 条例第２３条の規則で定める届出書は、開発事業工事着手届

出書（様式第１１号）とする。 

（開発事業工事完了届出書） （開発事業工事完了届出書） 

第１４条 条例第２４条第１項の規則で定める届出書は、開発事業工事

完了届出書（様式第１２号）とする。 

第１４条 条例第２４条第１項の規則で定める届出書は、開発事業工事

完了届出書（様式第１２号）とする。 

（開発事業検査結果通知書） （開発事業検査結果通知書） 

第１５条 条例第２４条第４項の規定による通知は、開発事業検査結果

通知書（様式第１３号）により行うものとする。 

第１５条 条例第２４条第４項の規定による通知は、開発事業検査結果

通知書（様式第１３号）により行うものとする。 

（開発事業の内容の変更又は廃止に係る協議） （開発事業の内容の変更又は廃止に係る協議） 

第１６条 条例第２５条第１項の規定による協議は、開発事業変更・廃

止協議書（様式第１４号）を提出して行うものとする。 

第１６条 条例第２５条第１項の規定による協議は、開発事業変更・廃

止協議書（様式第１４号）を提出して行うものとする。 

２ 条例第２５条第１項の規則で定める軽易な変更は、次に掲げる変更

とする。 

２ 条例第２５条第１項の規則で定める軽易な変更は、次に掲げる変更

とする。 

(1) 設計等の変更のうち、予定建築物等の敷地の面積の１０分の１以

上の増減を伴わない形状の変更 

(1) 設計等の変更のうち、予定建築物等の敷地の面積の１０分の１以

上の増減を伴わない形状の変更 

(2) 工事施工者の変更 (2) 工事施工者の変更 

(3) 工事の着手予定年月日又は完了予定年月日の変更 (3) 工事の着手予定年月日又は完了予定年月日の変更 

（委任） （委任） 

第１７条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定め 第１７条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定め
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る。 る。 

附 則 附 則 

この規則は、平成１９年１０月１日から施行する。 この規則は、平成１９年１０月１日から施行する。 

附 則（平成２５年２月２６日規則第５号） 附 則（平成２５年２月２６日規則第５号） 

（施行期日） （施行期日） 

１ この規則は、平成２５年４月１日から施行する。 １ この規則は、平成２５年４月１日から施行する。 

（経過措置） （経過措置） 

２ この規則を施行する際現にあるこの規則による改正前の様式により

調製された用紙は、この規則による改正後の様式により調製された用

紙とみなす。 

２ この規則を施行する際現にあるこの規則による改正前の様式により

調製された用紙は、この規則による改正後の様式により調製された用

紙とみなす。 

    附 則 

 この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

別表（第１１条関係） 別表（第１１条関係） 

（平２５規則５・一部改正） （平２５規則５・一部改正） 

書類の種類 縮尺 明示事項等 備考 

委任状   設計及び手続に関する事項 （１） 設計を委

任した場合に限

る。 

（２） 開発事業

者が発行したも

のに限る。 

書類の種類 縮尺 明示事項等 備考 

委任状   設計及び手続に関する事項 （１） 設計を委

任した場合に限

る。 

（２） 開発事業

者が発行したも

のに限る。 
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位置図 １／２，

５００以

上 

開発事業区域 開発事業区域を朱

線で囲む。 

現況図 １／２，

５００以

上 

（１） 開発事業区域 

（２） 開発事業区域及び

その周辺地域の道路、水

路その他の公共施設（着

色） 

（３） 等高線（２メート

ルごと） 

開発事業区域を朱

線で囲み、公道は

茶色、水路は青色

に着色する。 

公図の写し   （１） 開発事業区域 

（２） 開発事業区域及び

その周辺地域の道路、水

路その他の公共施設（着

色） 

開発事業区域を朱

線で囲み、公道は

茶色、水路は青色

に着色する。 

土地の登記事

項証明書 

    開発事業区域内の

土地の全部につい

て提出する。 

境界確定図の

写し 

  境界確定区域 開発事業区域を朱

線で囲む。 

公共施設新旧

対照図 

１／５０

０以上 

既存及び新設の公共施設 （１） 公共施設

は、既存又は新

設の区分ごとに

位置図 １／２，

５００以

上 

開発事業区域 開発事業区域を朱

線で囲む。 

現況図 １／２，

５００以

上 

（１） 開発事業区域 

（２） 開発事業区域及び

その周辺地域の道路、水

路その他の公共施設（着

色） 

（３） 等高線（２メート

ルごと） 

開発事業区域を朱

線で囲み、公道は

茶色、水路は青色

に着色する。 

公図の写し   （１） 開発事業区域 

（２） 開発事業区域及び

その周辺地域の道路、水

路その他の公共施設（着

色） 

開発事業区域を朱

線で囲み、公道は

茶色、水路は青色

に着色する。 

土地の登記事

項証明書 

    開発事業区域内の

土地の全部につい

て提出する。 

境界確定図の

写し 

  境界確定区域 開発事業区域を朱

線で囲む。 

公共施設新旧

対照図 

１／５０

０以上 

既存及び新設の公共施設 （１） 公共施設

は、既存又は新

設の区分ごとに
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一連番号を付

す。 

（２） 所有者又

は管理者別に色

分けし、その凡

例を入れる。 

（３） 新旧面積

対照表を記入す

る。 

土地利用計画

図 

１／１，

０００以

上 

（１） 道路、排水施設そ

の他の公共施設の位置、

形状及び幅員 

（２） 予定建築物の用途

及び配置 

（３） 公益的施設の位置 

（４） 消火栓の位置 

  

造成計画平面

図 

１／１，

０００以

上 

（１） 崖又は擁壁の位

置、構造及び高さ 

（２） 切土及び盛土部分

（着色） 

（３） 等高線（２メート

ルごと） 

（４） 暗渠排水施設の位

切土は黄色、盛土

は緑色に着色す

る。 

一連番号を付

す。 

（２） 所有者又

は管理者別に色

分けし、その凡

例を入れる。 

（３） 新旧面積

対照表を記入す

る。 

土地利用計画

図 

１／１，

０００以

上 

（１） 道路、排水施設そ

の他の公共施設の位置、

形状及び幅員 

（２） 予定建築物の用途

及び配置 

（３） 公益的施設の位置 

（４） 消火栓の位置 

  

造成計画平面

図 

１／１，

０００以

上 

（１） 崖又は擁壁の位

置、構造及び高さ 

（２） 切土及び盛土部分

（着色） 

（３） 等高線（２メート

ルごと） 

（４） 暗渠排水施設の位

切土は黄色、盛土

は緑色に着色す

る。 
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置及び構造 

（５） 道路の位置、形

状、幅員、勾配及び構造 

（６） 宅地の地盤高及び

面積 

排水施設計画

平面図 

１／５０

０以上 

（１） 排水施設の位置、

種類、内法寸法及び勾配 

（２） 水の流れの方向 

（３） 雨水ますの位置、

形状及び構造 

  

給水施設計画

平面図 

１／５０

０以上 

（１） 給水施設の位置、

形状及び内法寸法 

（２） 取水方法 

（３） 消火栓の位置及び

種類 

排水計画平面図に

まとめて図示して

もよい。 

造成計画断面

図 

１／５０

０以上 

（１） 切土又は盛土をす

る前後の地盤面 

（２） 擁壁及び崖の位置 

  

排水計画断面

図 

１／１０

０以上 

放流先の状況 使用材の構造図は

１／５０とする。 

道路計画縦横

断面図 

１／５０

０以上 

道路断面、構造、形状及び

幅員 

使用材の構造図は

１／５０とする。 

擁壁の断面図 １／５０ （１） 擁壁の材質、寸法   

置及び構造 

（５） 道路の位置、形

状、幅員、勾配及び構造 

（６） 宅地の地盤高及び

面積 

排水施設計画

平面図 

１／５０

０以上 

（１） 排水施設の位置、

種類、内法寸法及び勾配 

（２） 水の流れの方向 

（３） 雨水ますの位置、

形状及び構造 

  

給水施設計画

平面図 

１／５０

０以上 

（１） 給水施設の位置、

形状及び内法寸法 

（２） 取水方法 

（３） 消火栓の位置及び

種類 

排水計画平面図に

まとめて図示して

もよい。 

造成計画断面

図 

１／５０

０以上 

（１） 切土又は盛土をす

る前後の地盤面 

（２） 擁壁及び崖の位置 

  

排水計画断面

図 

１／１０

０以上 

放流先の状況 使用材の構造図は

１／５０とする。 

道路計画縦横

断面図 

１／５０

０以上 

道路断面、構造、形状及び

幅員 

使用材の構造図は

１／５０とする。 

擁壁の断面図 １／５０ （１） 擁壁の材質、寸法   
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以上 及び勾配 

（２） 埋込コンクリート

の寸法 

（３） 透水層の位置及び

寸法 

（４） 擁壁の位置する前

後の地盤面 

（５） 基礎地盤の土質並

びに基礎杭の位置、材料

及び寸法 

配置図 １／２０

０以上 

  建築行為が伴う場

合に限る。 

建物立面図 １／１０

０以上 

  建築行為が伴う場

合に限る。 

各階平面図 １／１０

０以上 

  建築行為が伴う場

合に限る。 
 

以上 及び勾配 

（２） 埋込コンクリート

の寸法 

（３） 透水層の位置及び

寸法 

（４） 擁壁の位置する前

後の地盤面 

（５） 基礎地盤の土質並

びに基礎杭の位置、材料

及び寸法 

配置図 １／２０

０以上 

  建築行為が伴う場

合に限る。 

建物立面図 １／１０

０以上 

  建築行為が伴う場

合に限る。 

各階平面図 １／１０

０以上 

  建築行為が伴う場

合に限る。 
 

様式第１号（第４条関係） 様式第１号（第４条関係） 

（略） （略） 

様式第２号（第４条関係） 様式第２号（第４条関係） 

（略） （略） 

様式第３号（第４条関係） 様式第３号（第４条関係） 

（略） （略） 
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様式第４号（第４条関係） 様式第４号（第４条関係） 

（略） （略） 

様式第５号（第５条関係） 様式第５号（第５条関係） 

（略） （略） 

様式第６号（第７条関係） 様式第６号（第７条関係） 

（略） （略） 

様式第７号（第８条関係） 様式第７号（第８条関係） 

（略） （略） 

 様式第７号の２（第８条の２関係） 

 （略） 

様式第８号（第９条関係） 様式第８号（第９条関係） 

（略） （略） 

様式第９号（第１１条関係） 様式第９号（第１１条関係） 

（略） （略） 

様式第１０号（第１２条関係） 様式第１０号（第１２条関係） 

（略） （略） 

様式第１１号（第１３条関係） 様式第１１号（第１３条関係） 

（略） （略） 

様式第１２号（第１４条関係） 様式第１２号（第１４条関係） 

（略） （略） 
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様式第１３号（第１５条関係） 様式第１３号（第１５条関係） 

（略） （略） 

様式第１４号（第１６条関係） 様式第１４号（第１６条関係） 

（略） （略） 

 


